















































































資料：牧里毎治「地域の 2 つのアプローチ論」阿部志郎・右田紀久恵・永田幹夫・三浦文夫編『地域福祉教室』有斐閣、1984 年より作成。
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1）生活支援体制整備事業の実施状況に関する調査は全国 1,741 の市町村を対象に 2017 年 10 月に実施された。
回収率は 94.5%であった。その結果は、サービスの提供主体の約 9 割は介護サービス事業所で（訪問型サービ




主体による支援は約 2 割の市町村しか創設・増設の意向をもっておらず、約 5 割が「検討中」ないし「未定」
である（訪問型サービスの住民主体による支援について創設・増設の意向をもつ市町村は 23.7%、通所型サー
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